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別記様式（第４条関係） 

会    議    録 

会 議 の 名 称 平成２６年８月１８日 定例庁議 

開 催 日 時 

午前 ９時１２分から  

平成２６年８月１８日(月) 

午前１１時１３分まで  

開 催 場 所 朝霞市役所 別館３階 市長公室 

出 席 者 

富岡市長、田中副市長、三好教育長、田中市長公室長、重岡危機管理

監、小林総務部長、佐藤市民環境部長、三田福祉部長、薮塚健康づく

り部長、柳原都市建設部長、細沼会計管理者、田中水道部長、内田議

会事務局長、谷井学校教育部長、島村生涯学習部長、内田監査委員事

務局長 

（担当課１） 

佐藤政策企画課主幹兼課長補佐 

（担当課２） 

麦田保育課長、平塚同課長補佐、玄順同課保育総務係長、山木同課保

育係長 

（事務局） 

神田市長公室次長兼政策企画課長、又賀同課政策企画係主査、同課同

係小曽根主任、稲葉秘書課長 

会 議 内 容 
（１）第５次総合振興計画策定方針について 

（２）平成２６年第３回朝霞市議会定例会提出議案について 

会 議 資 料 
（１）第５次総合振興計画策定方針 

（２）平成２６年第３回朝霞市議会定例会提出議案 

会 議 録 の 
 

作 成 方 針 

□電磁的記録から文書に書き起こした全文記録 

□電磁的記録から文書に書き起こした要点記録 

■要点記録 

□電磁的記録での保管（保存年限   年） 

電磁的記録から文書に書き起こし

た場合の当該電磁的記録の保存期

間 

□会議録の確認後消去 

□会議録の確認後 か月 

会議録の確認方法 

出席者の確認及び事務局の決裁 

そ の 他 の 

必 要 事 項 
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審議内容（発言者、発言内容、審議経過、結論等） 

【市長あいさつ】 

 

【議題】 

（１）第５次総合振興計画策定方針について 

（担当課１：佐藤） 

・今回、審議をお願いするものは、現在策定に向けて進めている『第５次朝霞市総合振興

計画』の名称を『第５次朝霞市総合計画』に変更したいもので、「振興」の文字を取ると

いうものである。そのため、既に決定している策定方針を改訂する提案である。第５次

総合振興計画策定方針は、昨年の１０月の定例庁議で承認していただいた後、市長決裁

を経て、正式に決定している。 

・今回の改訂の理由について、総合振興計画審議会において、次期計画の将来像には、市

民生活を重視する視点を取り入れた方が良いということで、「将来像」を『私が 暮らし

続けたいまち 朝霞』または『私が 暮らし続けるまち 朝霞』と決まってきたところ

であるが、「これまで使用してきた『総合振興計画』の『振興』という言葉が、これまで

の開発型の行政をイメージしてしまい、第５次の新しい「将来像」のイメージと違うの

では」ということになり、平成２６年５月３０日付けで審議会より『振興』という言葉

を削除した方が良いという提言をいただいたためである。既に、庁内では、７月７日に

庁内策定委員会を開催し、本変更については承認いただいているので、本日の庁議で正

式決定したいと考えている。 

・策定方針の変更箇所について、第５次に係る「総合振興計画」を「総合計画」に、表題

を含め、１１か所変更している。さらに、庁内策定委員会での審議の際にいただいた意

見で、「『総合計画』に名称が変更になっても、これまでの計画と第５次の計画には、継

続性がある旨を、策定方針の中で示すべきでは」ということから、２点追記した。１ペ

ージの網掛け部分の①第１次から第４次まで使用してきた、本市の総合計画の名称に『振

興』を入れた背景と、②総合振興計画審議会の総意により『振興』を削除する旨の提言

をいただいたこと、③総合計画の継続性を維持する旨を、記載している。 

［質疑等］ 

 なし 

 

【議題】 

（２）平成２６年第３回朝霞市議会定例会提出議案について 

  

 議案第４４号 平成２５年度朝霞市一般会計歳入歳出決算認定について 

（小林総務部長） 

・本議案は、平成２５年度朝霞市一般会計歳入歳出決算認定についてである。 

・平成２５年度の決算額は、歳入が、３７０億３，５１７万１，２５４円となり、歳出は、

３５６億１，６９４万３，２１３円で、歳入歳出差引残額は、１４億１，８２２万 

８，０４１円となった。この残額から、継続費逓次繰越額、繰越明許費繰越額、事故繰
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越し繰越額を差し引いた翌年度繰越額は、１３億１，６６９万５，６４１円である。 

・歳入歳出の概要のうち、歳入について、市税は、２０５億３，２６４万９，３５８円で

歳入総額の５５．５パーセントを占めている。地方譲与税は、自動車重量譲与税などで、

２億１，０３２万４，０００円となり、地方消費税交付金は、１０億４９２万 

８，０００円の交付となっている。地方交付税は、普通交付税４億２，８７２万 

５，０００円、特別交付税１億５，５３１万６，０００円が交付されている。分担金及

び負担金は、保育園入園児童保護者負担金などで、６億３，１８０万８，４３９円とな

り、使用料及び手数料は、斎場、自転車等駐車場の使用料、一般廃棄物処理手数料など

で、７億３，６９５万６，１４０円となっている。国庫支出金は、児童手当交付金、生

活保護費負担金や小学校、中学校のトイレ改修工事に係る学校施設環境改善交付金など

で、５２億２，６５１万５，７２５円となっている。県支出金は、障害者自立支援給付

費負担金、児童手当負担金を始め、保育所緊急整備事業補助金、個人県民税徴収委託金

などで、２０億７，８３８万７，５０２円となっている。繰入金は、下水道事業特別会

計や財政調整基金の繰入金などで、１０億２７９万５，２０７円となっている。繰越金

は、前年度からの繰越事業に係る分を含めて、１０億７，６０８万８４４円となってい

る。諸収入は、学校給食費受入金や預託金の返還金などの貸付金収入のほか、スポーツ

振興くじ助成金などで、１３億２，４６６万９，７９３円である。市債は、田島公園用

地購入事業債、三原二丁目児童遊園地用地購入事業債、臨時財政対策債など１８件で、

１７億７，０５５万２，０００円の借入れとなっている。 

・歳出について、議会費は、会議録調製委託料などで、２億９，０７２万８，６８５円を

支出し、総務費は、市民会館、市民センターなどに係る指定管理料、旅券事務に係る経

費などで、４２億９，１６３万５，１６３円を支出している。民生費は、総合福祉セン

ター、特別養護老人ホーム、放課後児童クラブなどに係る指定管理料を始め、障害者、

高齢者、児童、生活保護等に係る扶助給付事業のほか、介護保険特別会計や国民健康保

険特別会計への繰出金などで、１６８億８，２３９万８，７８２円となっている。衛生

費は、各種個別予防接種、がん検診のほか、健康増進センターの指定管理料や、ごみ収

集運搬委託料などで、２６億８，０２２万３，４７０円を支出し、農林水産業費は、市

民農園管理委託料などで、７，４００万８，６１４円となっている。商工費は、個人住

宅リフォーム資金補助金や産業文化センターの指定管理料などで、２億５，６５３万 

４，８６４円を支出している。土木費は、道路の修繕工事や下水道事業特別会計への繰

出金などで、２５億９，５６２万５，６３７円となっている。消防費は、朝霞地区一部

事務組合負担金や消防団の活動に係る経費などで、１２億６，６６９万３，３４３円を

支出している。教育費は、小学校、中学校のトイレ改修工事や、中央公園陸上競技場の

改修工事などで、４０億５，４１０万８，０６２円となっている。公債費は、３２億 

４２万６，３８２円を支出している。なお、歳出には、前年度からの繰越事業分も含ま

れている。 

［質疑等］ 

 なし 
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議案第４５号 平成２５年度朝霞市国民健康保険特別会計歳入歳出決算認定について 

（薮塚健康づくり部長） 

・本議案は、平成２５年度朝霞市国民健康保険特別会計歳入歳出決算認定についてである。 

・国民健康保険の年度末加入者の状況であるが、１万９，８６６世帯、被保険者数は、 

３万２，８０３人となっており、前年度と比較すると、世帯数は１９０世帯、 

０．９５パーセントの減尐で、被保険者数は７２２人、２．１５パーセントの減尐とな

った。 

・決算額は、歳入が、１２３億７，５７６万４，７３０円となり、歳出は、１２０億 

６，３９０万８，７６９円で、歳入歳出差引残額は、３億１，１８５万５，９６１円で

ある。 

・歳入歳出の概要のうち、歳入について、国民健康保険税は、３０億２，３３８万 

４，７５３円で、歳入総額に占める割合は２４．４３パーセントである。国庫支出金は、

療養給付費等負担金などで、２６億３，４１７万９，３４６円となり、前期高齢者交付

金は、２２億５，０２９万１，８４３円が交付されている。共同事業交付金は、保険財

政共同安定化事業交付金などで、１５億４，２４７万７，９２６円、繰入金は、保険基

盤安定及びその他などの一般会計繰入金と保険給付費支払基金繰入金で、１４億 

２，５２８万８，７０４円である。歳入全体では、前年度と比較すると、１．５１パー

セントの増加となっている。 

・歳出について、保険給付費は、療養給付事業や高額療養費支給事業などで、７５億 

４，３８６万４，３２６円となった。後期高齢者支援金等は、後期高齢者支援事業など

で、１７億７，８３１万９，０２９円、介護納付金は、介護納付事業で、７億 

５，０３２万２９円、共同事業拠出金は、保険財政共同安定化事業拠出事業などで、 

１６億２，２７０万９，８００円を支出している。保健事業費は、特定健康診査等事業

などで、１億４，４０８万６，４８５円となっている。歳出全体では、前年度と比較す

ると、１．３２パーセントの増加となっている。 

［質疑等］ 

 なし 

 

議案第４６号 平成２５年度朝霞市朝霞都市計画下水道事業特別会計歳入歳出決算認定

について 

（柳原都市建設部長） 

・本議案は、平成２５年度朝霞市朝霞都市計画下水道事業特別会計歳入歳出決算認定につ

いてである。 

・平成２５年度の決算額は、歳入が１８億１，６４８万１，８７３円となり、歳出は 

１６億７，１５５万６，８８１円で、歳入歳出差引残額は、１億４，４９２万 

４，９９２円となり、この残額から、繰越明許費繰越額５，８３８万円を差し引いた翌

年度繰越額は、８，６５４万４，９９２円である。 

・歳入歳出の概要のうち、歳入について、分担金及び負担金は、区域外流入負担金のほか、

和光市及び新座市との協定に基づく公共下水道相互利用の維持管理費負担金で、 
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３２７万９，５３５円となっている。使用料及び手数料は、下水道使用料の現年度分及

び滞納繰越分などで、８億５，１２０万４，３９４円となり、繰入金は、一般会計から

４億６，３１１万３，０００円を繰り入れ、繰越金は、前年度繰越金で１億３０１万 

７，４５１円となっている。諸収入は、荒川右岸流域下水道維持管理負担金の返還金や、

水洗便所改造資金融資預託金返還金などで、１億７，８９０万７，４９３円となり、市

債は、公共下水道事業債及び流域下水道事業債で、１億５，２５０万円を政府資金から

借入れたもので、国庫支出金は、下水道事業費補助金で６，４４６万円である。 

・歳出について、下水道総務費のうち、一般管理費では、人件費、料金徴収業務委託料、

事務経費などで、３億５，８００万３，３１１円を支出し、維持管理費では、下水道台

帳作成委託料、荒川右岸流域下水道維持管理負担金などで、５億２，７５２万 

６，０１３円を支出した。次に、下水道事業費のうち、汚水整備事業費では、施設等修

繕料、旧暫定逆線引き地区の汚水管工事などで、１億８，０４４万５，６８０円を支出

し、雨水整備事業費では、委託料で管渠設計委託料、雨水管工事、田子山下水路費負担

金などで、７，５６２万４，５３８円を支出した。流域下水道事業費では、荒川右岸流

域下水道事業費負担金を負担割合に基づいて８，６８２万９，６５１円を支出し、公債

費は、地方債の元金及び利子の償還金として、４億４，３１２万７，６８８円を支出し

た。なお、平成２５年度末における公共下水道の普及率は、９７．０パーセントである。 

［質疑等］ 

 なし 

 

 議案第４７号 平成２５年度朝霞市介護保険特別会計歳入歳出決算認定について 

（薮塚健康づくり部長） 

・本議案は、平成２５年度朝霞市介護保険特別会計歳入歳出決算認定についてである。 

・平成２５年度末における第１号被保険者数の状況であるが、２万３，８８９人となり、

前年度と比較すると、９２２人、４．０１パーセントの増となっている。また、要介護、

要支援認定者数は、３，４２６人となり、前年度と比較すると、１９７人、６．１パー

セントの増となった。 

・決算額は、歳入が、５３億４，８２７万７，２４２円、歳出が、５２億２，２４５万 

６，３７０円で、歳入歳出差引残額は、１億２，５８２万８７２円となりました。 

・歳入歳出の概要のうち、歳入について、保険料は、６５歳以上の第１号被保険者分とし

て１１億４，６９１万５，７２０円となっている。国庫支出金は、介護給付費負担金な

どで、９億７，３１２万６，９６０円、支払基金交付金は介護給付費交付金などで、 

１３億８，２１９万４，０００円、県支出金は、介護給付費負担金などで、７億 

３，１２１万５，２５５円、繰入金は一般会計及び基金からの繰入金を合わせ、９億 

１，３９１万７，３５３円である。 

・歳出について、総務費は、賦課徴収事業や介護認定審査事業などで、８，７２４万 

９，７２５円でございます。保険給付費は、居宅介護等サービス給付費負担金や施設介

護サービス給付費負担金などで、保険給付費全体では、４７億５，４７４万 

６，７３７円となっている。地域支援事業費は、介護予防事業、包括的支援事業・任意
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事業に係る委託料などで、９，８５１万４８１円である。基金積立金は、介護保険保険

給付費支払基金積立金などで、２億４，２１２万２，９１２円である。 

［質疑等］ 

 なし 

 

議案第４８号 平成２５年度朝霞市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算認定について 

（薮塚健康づくり部長） 

・本議案は、平成２５年度朝霞市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算認定についてであ

る。 

・平成２５年度末における被保険者数の状況であるが、埼玉県後期高齢者医療広域連合の

報告によると、１０，１１８人となり、前年度末と比較すると、５００人、５．２パー

セントの増となった。 

・決算額は、歳入が、９億８，０２８万９，７１３円となり、歳出は、９億７，１７２万

６，８９７円で、歳入歳出差引残額は、８５６万２，８１６円である。 

・歳入歳出の概要のうち、歳入について、後期高齢者医療保険料は、８億３，１３５万 

９，２９０円、繰入金は、事務費繰入金と保険基盤安定繰入金で、１億４，１１６万 

２，６０７円、繰越金は、前年度繰越金で、６２２万７，６２２円となっている。 

・歳出について、総務費は、一般管理事務費と後期高齢者医療保険料の徴収事業で、 

１，２７６万６，９２８円、後期高齢者医療広域連合納付金は、９億５，６８３万 

９，７４７円、諸支出金は、保険料還付金などで、２１２万２２２円を支出している。 

［質疑等］ 

 なし 

 

議案第４９号 平成２５年度朝霞市水道事業会計剰余金の処分及び決算の認定について 

（田中水道部長） 

・本議案は、平成２５年度朝霞市水道事業会計剰余金の処分及び決算の認定についてであ

る。 

・業務の状況について、年度末給水人口は、１３万２，８７６人、給水戸数は、６万 

４６３戸で、前年度に比べ、ともに微増である。年間総給水量は、１，５３５万 

３，５９８立方メートルで、前年比１．５ポイント減尐した。このうち県水受水量は、

１，０９７万２，４９０立方メートルで、受水率は、７１．５パーセントである。また、

年間総有収水量は、１，３９８万３，９１０立方メートルで、前年比０．１ポイント増

加し、有収率は、９１．１パーセントで、前年度と比べ１．５ポイントの増加である。 

・決算の概要について、収益的収入の水道事業収益の決算額は、２２億２，９００万 

５７３円で、主なものは、収入総額の８２．５パーセントを占める水道料金で、その他、

水道利用加入金などである。収益的支出の水道事業費の決算額は、１９億６，０６４万

６，０７４円で、主なものは、支出総額の３６．５パーセントを占める県水受水費で、

その他、減価償却費及び資産減耗費、企業債の支払利息などである。収益的収支の差引

利益は、２億６，８３５万４，４９９円となった。 
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・資本的収入の決算額は、４３７万３，５００円で、主なものは、一般会計から９基分の

消火栓設置工事負担金を受け入れたものである。資本的支出の決算額は、７億 

９，１６３万８，７１７円で、主なものは建設改良費で、水道施設耐震化事業のほか、

老朽管更新及び水圧不足改善事業のための配水管布設替工事などを実施した。企業債償

還金は、企業債の元金償還額である。なお、資本的収入額が支出額に対して不足する 

７億８，７２６万５，２１７円については、いままでの積立金等で補てんした。また、

剰余金の処分については、当年度未処分利益剰余金から、建設改良積立金に１億 

３，０００万円、減債積立金に１億３，０００万円をそれぞれ積立てるものである。 

［質疑等］ 

 なし 

 

議案第５０号 平成２６年度朝霞市一般会計補正予算（第２号） 

（小林総務部長） 

・本議案は、平成２６年度朝霞市一般会計補正予算（第２号）についてである。 

・今回の補正額は、歳入歳出それぞれ、９億５，３７６万円の増額で、これを含めた累計

額は、３６８億７，１２９万３，０００円となっている。 

・歳入歳出の概要のうち、歳入について、地方特例交付金は、交付額の確定により、 

５０６万６，０００円減額している。地方交付税は、普通交付税の算定結果にともない、

普通交付税を、１億１，０４９万１，０００円減額している。国庫支出金は、社会保障・

税番号制度システム整備費補助金を増額するほか、新たに、地域介護・福祉空間整備推

進交付金を計上することにより、２，４７８万９，０００円増額している。県支出金は、

実績にともない、防犯共助県づくり推進事業補助金を減額する一方、介護基盤緊急整備

等特別対策事業費補助金を増額するほか、新たに、骨髄移植ドナー助成費補助金などを

計上することにより、６，４０４万８，０００円増額している。財産収入は、テレビ埼

玉株主配当金の受け入れをしている。寄附金は、民生費指定寄附金など８件の指定寄附

金の受け入れをしている。繰入金は、財政調整基金繰入金を減額するほか、介護保険特

別会計などの決算にともなう精算金を繰り入れることにより、１，５９４万 

７，０００円増額している。繰越金は、平成２５年度決算にともない、前年度繰越金を

９億１，６６９万５，０００円増額している。諸収入は、国・県支出金過年度収入のほ

か、各種施設の指定管理料の精算金などを計上し、１億２，３４０万８，０００円増額

している。市債は、緑ヶ丘通線整備事業債を新たに計上するほか、臨時財政対策債など

を減額することにより、７，５８９万１，０００円減額している。 

・歳出について、総務費は、庁舎施設耐震補強工事設計委託料を減額するほか、平成２５

年度決算に伴う、前年度繰越金を財政調整基金に積み立てることなどにより、６億 

５，５００万９，０００円増額している。民生費は、朝光苑の施設改修工事を新たに計

上するほか、平成２５年度実績額の確定により、介護保険特別会計繰出金、生活保護費

負担金返還金などを計上することなどにより２億４，５３４万８，０００円増額してい

る。衛生費は、骨髄移植ドナー助成費補助金を新たに計上するほか、水痘や成人用肺炎

球菌が定期予防接種化されることにともない各種個別予防接種委託料などを増額するこ
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とにより、４，８００万６，０００円の増額となっている。農林水産業費は、農地法の

一部改正にともなう農地台帳電算システム改造委託料を新たに計上することにより、 

２１６万円増額している。土木費は、下水道事業特別会計繰出金を減額するほか、緑ヶ

丘通線の街路築造工事に要する経費を新たに計上することなどにより、３１２万 

７，０００円増額している。教育費は、寄附金の受け入れ先として、図書購入費などを

増額することにより、１１万円増額している。次に、第２表継続費補正は、庁舎施設耐

震化事業につきまして、事業費総額、継続期間及び年割額を変更するものである。第３

表繰越明許費は、社会保障・税番号制度電算システム改造事業につきまして、年度内に

完了することが困難なため、翌年度に繰り越すものである。第４表地方債補正は、新た

に緑ヶ丘通線整備事業を追加するほか、庁舎施設耐震化事業及び臨時財政対策債につい

て、借入限度額の変更を行うものである。 

［質疑等］ 

 なし 

 

議案第５１号 平成２６年度朝霞市国民健康保険特別会計補正予算（第１号） 

（薮塚健康づくり部長） 

・本議案は、平成２６年度朝霞市国民健康保険特別会計補正予算（第１号）についてであ

る。 

・今回の補正額は、歳入歳出それぞれ１億６，２０６万４，０００円の増額で、これを含

めた累計額は、１２４億５，２３６万８，０００円となっている。 

・歳入歳出の概要のうち、歳入について、療養給付費等交付金は、社会保険診療報酬支払

基金の交付金額決定通知により、４８９万６，０００円を増額し、一方、前期高齢者交

付金については、１３０万６，０００円を減額するものである。県支出金は、財政調整

交付金を、生活習慣病重症化予防対策共同事業に係る経費に対する補助分として、 

６６１万９，０００円を増額するものである。繰越金は、前年度決算額の確定により、

１億５，１８５万５，０００円を受け入れるものである。 

・歳出について、総務費は、一般管理事務費で、平成２７年１月からの法改正に伴う電算

システム改造委託料を８１万円増額するものである。後期高齢者支援事業は、社会保険

診療報酬支払基金の支払額確定通知に基づき、６６万３，０００円を、前期高齢者納付

事業では、１０万１，０００円を増額し、一方、介護納付事業は、７８万８，０００円

を減額するものである。保健事業費は、保健衛生普及事業費で、生活習慣病重症化予防

対策共同事業に係る国保連合会への負担金として、６６１万９，０００円を増額するも

ので、保険給付費支払基金等積立事業は、基金への積立金として、９，１０６万 

９，０００円を増額するものである。諸支出金につきましては、実績にともなう療養給

付費等負担金の返還金等で、６，３５９万円を増額するものである。 

［質疑等］ 

 なし 

 

議案第５２号 平成２６年度朝霞市朝霞都市計画下水道事業特別会計補正予算（第１号） 
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（柳原都市建設部長） 

・本議案は、平成２６年度朝霞市朝霞都市計画下水道事業特別会計補正予算（第１号）に

ついてである。 

・今回の補正額は、歳入歳出それぞれ６９６万円の増額で、これを含めた累計額は、 

１７億５，５７１万円となっている。 

・歳入歳出の概要のうち、歳入について、繰入金は、一般会計からの繰入金で、 

５，９５８万４,０００円を減額するもので、繰越金は、前年度繰越金を６，６５４万 

４，０００円追加するものである。 

・歳出について、雨水建設費は、負担金、補助及び交付金で、雨水対策事業として、集中

豪雨等による浸水被害の軽減を図るため、住宅等に止水板の設置を行う方に工事費用の

一部を助成する、止水板設置費補助金６００万円を新たに計上するもので、公債費は、

地方債利子で、前年度借入金の支払利子に不足が生じることから、９６万円増額するも

のである。 

［質疑等］ 

 なし 

 

議案第５３号 平成２６年度朝霞市介護保険特別会計補正予算（第１号） 

（薮塚健康づくり部長） 

・本議案は、平成２６年度朝霞市介護保険特別会計補正予算（第１号）についてである。 

・今回の補正額は、歳入歳出それぞれ１億６，３４１万５，０００円の増額で、これを含

めた累計額は、５２億８，９３７万６，０００円となっている。今回の補正予算の歳入

歳出については、全て、前年度決算の確定にともなう精算を行うものである。 

・歳入歳出の概要のうち、歳入について、国庫支出金は、地域支援事業交付金を１３５万

２，０００円増額するものでございます。次に、支払基金交付金は、介護給付費交付金、

地域支援事業支援交付金を、３２３万８，０００円増額するものである。繰入金につき

ましては、介護給付費繰入金を、３，２３２万９，０００円増額する。繰越金は前年度

繰越金として、１億２，５８２万円増額するものである。 

・歳出について、基金積立金は、介護保険保険給付費支払基金積立金を１億３，２２８万

９，０００円増額するものである。諸支出金は、国庫支出金返還金及び県支出金返還金

で、１，８０４万円増額している。繰出金は、一般会計繰出金を、１，３０８万 

６，０００円増額するものである。 

［質疑等］ 

 なし 

 

議案第５４号 平成２６年度朝霞市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号） 

（薮塚健康づくり部長） 

・本議案は、平成２６年度朝霞市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）についてで

ある。 

・今回の補正額は、歳入歳出それぞれ８５６万２，０００円の増額で、これを含めた累計
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額は、１０億７，６９７万２，０００円となっている。 

・歳入歳出の概要のうち、歳入について、繰越金は、前年度決算額の確定により、前年度

繰越金として、８５６万２，０００円を増額するものである。 

・歳出について、後期高齢者医療広域連合納付金は、平成２５年度の出納整理期間分の後

期高齢者医療保険料として、３０５万８，０００円を、諸支出金は、一般会計繰出金と

して、５５０万４，０００円を増額するものである。 

［質疑等］ 

 なし 

 

議案第５５号 平成２６年度朝霞市水道事業会計補正予算（第１号） 

（田中水道部長） 

・本議案は、平成２６年度朝霞市水道事業会計補正予算（第１号）についてである。 

・今回の補正は、緊急工事を含めた建設改良費の増額とこれにともなう消費税還付金の増

額である。 

・補正の概要のうち、収益的収入については、今回計上している建設改良費の増額に伴い、

営業外収益の消費税還付金を１，５０９万５，０００円増額するものである。資本的支

出については、泉水浄水場配水ポンプの電気盤に不具合が発生したことから、緊急工事

を実施するほか、管路の耐震化工事等において、労務単価の見直し、及び使用する材料

の変更等が生じたため、２億４５４万９，０００円の増額補正を行うものである。 

［質疑等］ 

 なし 

 

議案第５６号 朝霞市水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例 

（田中水道部長） 

・本議案は、朝霞市水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例についてである。 

・改正内容については、今後、給水人口及び１日最大給水量とも、減尐に転じ、施設能力

に余剰が生じることが予想されることから、給水人口を１３万４，２００人に、１日最

大給水量を４万８，１００立方メートルに改め、効率的な運営を図るものである。なお、

この改正については、公布の日から施行したいと考えている。 

［質疑等］ 

 なし 

 

議案第５７号 朝霞市重度心身障害者医療費の支給に関する条例の一部を改正する条例 

（三田福祉部長） 

・本議案は、朝霞市重度心身障害者医療費の支給に関する条例の一部を改正する条例につ

いてである。 

・改正内容については、埼玉県の「重度心身障害者医療費支給事業補助金交付要綱」の改

正に伴い、新たに精神障害者保健福祉手帳１級所持者を補助対象とし、６５歳以上で新

規に重度心身障害者に該当する方は対象外とするなど、制度の見直しを行うものである。
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また、朝霞市重度心身障害者医療費の支給に関して、支給対象から除外する規定中の法

律名が変更されたことに伴い、当該法律名を引用している箇所を改正するものである。

なお、これらの改正については、法律名の改正については、平成２６年１０月１日から、

その他の改正については、平成２７年１月１日から施行したいと考えている。 

［質疑等］ 

（富岡市長） 

・改正による影響はあるのか。 

（三田福祉部長） 

・平成２６年度は対象者が増える分と減る分があるが、差引きで３３０万円程度医療費が

増加する。平成２７年度以降、影響額は暫時減っていく。 

（富岡市長） 

・減る人はどのような人か。 

（三田福祉部長） 

・６５歳以上の重度心身障害者に新規に該当した方が、後期高齢者医療保険の医療費の方

に移っていくので、その分が減る。平成３５年度の予定で、１億４，６００万円程度減

る見込みである。 

（富岡市長） 

・こちらが減ると、後期高齢者医療保険の医療費が増えるのか。 

（三田福祉部長） 

・おそらくそうなる。ただし、県の補助金がなくなったので、それだけ市の費用負担が増

えてしまう。朝霞市と同様に、埼玉県内の４５市が条例等を改正する。 

（富岡市長） 

・法律の改正によるのか。 

（三田福祉部長） 

・埼玉県の補助要綱の改正によるものである。 

（富岡市長） 

・そのような場合は、市長会を通じて要望した方が良い。 

 

議案第５８号 朝霞市放課後児童クラブ設置及び管理条例の一部を改正する条例 

（三田福祉部長） 

・本議案は、朝霞市放課後児童クラブ設置及び管理条例の一部を改正する条例についてで

ある。 

・改正内容については、入所資格について小学校の第１学年から第４学年までの児童を小

学生に変更するものである。なお、この改正については、平成２７年４月１日から施行

したいと考えている。 

［質疑等］ 

（富岡市長） 

・選考して入所させることはできるのか。 

（三田福祉部長） 
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・現時点でも待機児童がいるため、拡大しても、待機児童は発生する。 

 

議案第５９号 朝霞市ひとり親家庭等の医療費の支給に関する条例の一部を改正する条

例 

（三田福祉部長） 

・本議案は、朝霞市ひとり親家庭等の医療費の支給に関する条例の一部を改正する条例に

ついてである。 

・改正内容については、朝霞市ひとり親家庭等の医療費の支給に関して、支給対象から除

外する規定中の法律名が変更されたことに伴い、当該法律名を引用している箇所を改正

するものである。なお、この改正については、平成２６年１０月１日から施行したいと

考えている。 

［質疑等］ 

 なし 

 

議案第６０号 朝霞市市営住宅条例の一部を改正する条例 

（柳原都市建設部長） 

・本議案は、朝霞市市営住宅条例の一部を改正する条例についてである。 

・改正内容については、入居者の資格及び入居申込者の公開抽選の特例の規定中の法律名

が変更されたことに伴い、当該法律名を引用している箇所を改正するものである。なお、

この改正については、平成２６年１０月１日から施行したいと考えている。 

［質疑等］ 

 なし 

 

議案第６１号 朝霞市保育の必要性の認定に関する条例 

（担当課２：麦田） 

・まず、新制度のポイントを説明する。現在は、保育園、幼稚園、家庭保育室に補助金を

支払っているが、それぞれ別の給付制度である。それを一括した給付制度にするため、「施

設型給付」「地域型保育給付」が創設される。 

・今後、地域型保育給付の施設は市が認可することになるため、認可するための条例が議

案第６２号である。 

・施設型給付の認定こども園、幼稚園、保育所はこれからも県が認可するが、今後給付を

するのにあたり、施設型給付と地域型保育給付の施設を市が運営基準を定めて確認する

ことが必要なため、運営基準を定めたものが議案第６３号である。 

・給付を受けるのは個人になるが、給付を受けるために認定が必要になる。市が認定する

基準を定めたものが議案第６１号である。 

・新制度の創設に伴い児童福祉法が改正されたため、放課後児童クラブに関する条例も改

正が必要となる。対象児童の拡大を定めたものが議案第５８号である。また、放課後児

童クラブの設備及び運営の基準を市が定めることになったため、その基準を定めたのが

議案第６４号である。 
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（担当課２：平塚） 

・議案第６１号「朝霞市保育の必要性の認定に関する条例」の概要について説明する。新

制度においては、保育園などの施設を利用するにあたり、保護者は保育の必要性につい

て、「認定」を受けることとなった。本条例の内容については、保育園などの施設を利用

するにあたり、保育が必要な事由及び保育必要量の区分等を規定している。まず、保育

の必要性の認定事由についてであるが、現行では、就労や出産などの６項目であったも

のを、新たに４項目が追加され、１０項目となった。次に、保育の必要時間についても、

新制度では、フルタイムの就労を想定した１１時間程度の保育標準時間と、パートタイ

ムなどを想定した８時間程度の保育短時間の２区分が設けられ、いずれかの区分量で施

設を利用することになる。規則を制定するにあたり、国から規則についての通知がまだ

来ていないため、資料として「朝霞市保育の実施に関する要綱（一部抜粋）」を用意した。 

［８月１１日政策調整会議の要旨についての報告］ 

（小林総務部長） 

・幼稚園に入るときも認定が必要なのかとの質問に対し、新制度において必要であるが、

調査の結果、現状は市内の幼稚園は新制度には移行しないとの回答があった。 

・第３条第１号で、６４時間以上とした理由は何かとの質問に対し、現行の制度（１日 

４時間以上、週４日以上、月４週以上の就労）を踏まえたこと、また、国からは４８～

６４時間の範囲で、市で決めるようにと言われているとの回答があった。 

・国の解釈基準と違う点はあるのかとの質問に対し、朝霞市は国から示されたものと同じ

ように作っているとの回答があった。 

・パブリック・コメントを実施する予定はあるかとの質問に対し、国の動きが遅く、条例

もやっと出来てきたところなので、パブリック・コメントをする時間がないとの回答が

あった。 

・第３条第１１号の「市長が必要と認めること」について、国の省令に基づいて入れたの

か、独自で入れたのかとの質問に対し、省令に基づいているが、国の通知を待って規則の

制定をしたいとの回答があった。 

［質疑等］ 

 なし 

 

議案第６２号 朝霞市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例 

（担当課２：平塚） 

・新制度において、新たに児童福祉法に位置づけられた「家庭的保育事業等」の認可につ

いて、市が行うこととなった。このため家庭的保育事業等の認可基準となるものを定め

たものが、本条例である。本条例では、家庭的保育事業等の運営に関する基準や、さま

ざまな事業形態の定員数や設備基準を定めている。事業形態では家庭的保育事業、小規

模保育事業、居宅訪問型保育事業、事業所内保育事業の４事業から構成されている。ま

た、設備基準については、市独自基準として、「乳幼児の面積基準」、「保育場所の階数を

原則１階」、「虐待等の通告等について」、「保育場所を２階以上に設置する場合、建築基

準法に規定する耐火建築物、または準耐火建築であること」の４項目を追加した。 
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［８月１１日政策調整会議の要旨についての報告］ 

・第３０条で、幼児１人につき３．３平方メートル以上としているが、国の基準はどうな

っているかとの質問に対し、国では、Ａ型・Ｂ型の０・１歳児は３．３平方メートル、

２歳児は１．９８平方メートル。Ｃ型の０～２歳児は３．３平方メートルであるとの回

答があった。 

・小規模保育事業所Ｂ型、Ｃ型には基準はないのかとの質問に対し、Ａ型は全員が保育士

の資格を有していることが条件、Ｂ型は、保育士と保育従事者（県や市で研修を受けた者）

がそれぞれ２分の１以上いることが条件、Ｃ型は家庭的保育補助者（資格は保有していな

い）で対応可との回答があった。 

・どれ位の施設があるのかまた、申請があれば認定するのかとの質問に対し、家庭保育室

は２０か所あり、そのうち６か所は保育園に、１０か所は小規模保育施設に移行したい

と希望しており、４か所は移行を見送るとの回答があった。また、５年間の猶予期間に

どうするかを考えることになっており、まだどうするかを決めていないのが４か所で、

この条例で定めるのは１０か所であると回答があった。 

［質疑等］ 

（田中副市長） 

・国の省令に則っていない点は何か。 

（担当課２：麦田） 

・第１４条の虐待等の通告の義務と、第３０条の保育室の面積と原則１階に保育室を設け

る点である。 

 

議案第６３号 朝霞市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準

を定める条例 

（担当課２：平塚） 

・新制度で運営する事業所には、市や県の認可に加えて、市がこれらの施設・事業を確認

する必要がある。主な確認事項では、事業ごとに利用定員を定める、利用定員に関する

基準と、運営規定、応諾義務、子どもの適切な処遇、秘密保持等を定める、運営に関す

る基準を定めるものとなっており、この条件が整った時点で、新制度による公定価格に

基づく給付対象となる。また、先日の政策調整会議において指摘のあった、「虐待等の通

告等」について、他の条例と同様に追加した。 

［８月１１日政策調整会議の要旨についての報告］ 

・現行は市独自の基準があるのか、また、現行施設は全て基準を満たしているのかとの質

問に対し、独自の基準はなく、既存の施設は基準を満たしているとみなし、新たに出来

た施設を確認していくとの回答があった。 

・今ある幼稚園は条例を適用しないのかとの質問に対し、朝霞市の幼稚園は参加しないと

いう意向なので、適用なしで、参加する場合は、基準を満たしているとみなすことにな

るとの回答があった。 

［質疑等］ 

 なし 
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議案第６４号 朝霞市放課後児童クラブの設備及び運営の基準を定める条例 

（担当課２：玄順） 

・本条例は、放課後児童クラブ事業に従事する者及びその員数、並びに設備基準について

定めるものとなっており、児童福祉法の規定により、放課後児童クラブ事業に従事する

者及びその員数については、厚生労働省令の放課後児童健全育成事業の設備及び運営に

関する基準で定める基準に従い定めるものとし、その他の事項については基準省令で定

める基準を参酌して定めるものとなっている。本条例は、参酌基準についても省令どお

りとしている。また、先日の政策調整会議において指摘のあった、第２条の「用語の意

義」は、他の条例と同様の言い回しに修正し、第２２条「委任」は、他の条例に合わせ

て追加した。 

［８月１１日政策調整会議の要旨についての報告］ 

・第２条に「定義」とあるが、他の条例では「意義」となっているので統一した方が良い

との質問に対し、修正するとの回答があった。 

・市長への委任規定を入れなくて良いかとの質問に対し、検討するとの回答であり、検討

の結果、追加することになったものである。 

［質疑等］ 

（富岡市長） 

・事務量は増えるのか。 

（担当課：麦田） 

・事務量が増えるとは想定していない。指導員の人数は増える。 

（富岡市長） 

・保護者の混乱が懸念されるようなことはあるか。 

（担当課２：麦田） 

・もともと保護者は６年生までの拡大を望んでいる。集団の単位に関する混乱はないもの

と考える。保育に関しては、認定という手続きが増えたこと、また、保育園だけでなく

小規模保育施設についても市で申請を受けることについて、事前の周知が必要である。 

 

議案第６５号 人権擁護委員候補者の推薦に関する意見を求めることについて 

（小林総務部長） 

・本議案は、人権擁護委員候補者の推薦に関する意見を求めることについてである。 

・朝霞市推薦の人権擁護委員のうち、久瀬逸子氏の任期が平成２６年１２月３１日をもっ

て満了となるが、同氏を再び委員に推薦いたしたく、ここに提案する次第である。久瀬

氏の経歴については、経歴書を添付しているので、御参照いただきたいが、平成２１年

１月から人権擁護委員として御活躍中で、次期の任期についても引き続きお願いできれ

ばと考えている。久瀬氏は、人格、識見ともに高く、人権の擁護に関し深い理解と経験

を有し、人権擁護委員として最適の方であると確信している。 

［質疑等］ 

 なし 
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【閉会】 

 


